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知事提出 

議案 

【令和 7年 11月定例会提出予定】 

 

番号 

 

件     名 概          要 

１ 令和７年度大阪府一般

会計補正予算（第４号）

の件 

 

２ 当せん金付証票発売の

件 

 令和８年度における当せん金付証票の発売限度額を定める

ため、当せん金付証票法第４条第１項の規定により議決を求

めるもの。 

  発売限度額  ５００億円 

 

３ 

 

 

工事請負契約締結の件

（道路改良事業） 

 主要地方道茨木摂津線（茨木箕面丘陵線）橋梁下部工事（そ

の３）（仮称佐保橋梁）請負契約 

  契約金額 １４億５，８７９万２，５００円 

  請負者  株式会社鴻池組 

 

４ 

 

 

工事請負契約締結の件

（津波・高潮対策事業） 

 一級河川木津川外水門遠隔監視操作システム機能高度化工

事請負契約 

  契約金額 １８億３，１４８万２，４００円 

  請負者  日本無線株式会社 

 

５ 

 

 

工事請負契約締結の件

（大阪府営住宅建設事

業） 

(1) 大阪府営豊中新千里南第３期高層住宅（建て替え）新築

工事（第１工区）請負契約 

  契約金額 １８億８，９５８万円 

  請負者  広成建設株式会社 

 

(2) 大阪府営豊中新千里南第３期高層住宅（建て替え）新築

工事（第２工区）（その２）請負契約 

  契約金額 １７億３，７６７万円 

  請負者  広成建設株式会社 

 



 ６ 

 

 

工事請負契約締結の件

（大阪府立高等学校施

設整備事業） 

 

(1) 大阪府立新工業系高等学校（仮称）改築工事請負契約 

  契約金額 ６９億６，３００万円 

  請負者  大鉄・名工・中林特定建設工事共同企業体 

 

(2) 大阪府立新工業系高等学校（仮称）改築電気設備工事請

負契約 

  契約金額 １２億４，８５０万円 

  請負者  大浪電設株式会社 

 

７ 

 

 

工事請負契約締結の件

（大阪府立支援学校施

設整備事業） 

 

(1) 大阪府立生野支援学校新築その他電気設備工事（その

２）請負契約 

  契約金額 ８億４，３３７万円 

  請負者  株式会社エフトリア 

 

(2) 大阪府立生野支援学校新築その他機械設備工事（その

３）請負契約 

  契約金額 １２億６，８３０万円 

  請負者  日比谷総合設備株式会社 

 

８ 

 

工事請負契約締結の件

（大阪府警察署施設整

備事業） 

 

(1) 大阪府生野警察署新築工事請負契約 

  契約金額 ３３億７，７００万円 

  請負者  大木・大勝特定建設工事共同企業体 

 

(2) 大阪府生野警察署新築電気設備工事請負契約 

  契約金額 ８億１，７７４万円 

  請負者  旭電業株式会社 

 

９ 

 

工事請負契約締結の件

（阪南港阪南２区土砂

受入地整備事業） 

 

 阪南港阪南２区仮囲い堤整備工事請負契約 

  契約金額 ８億３，０５０万円 

  請負者  ヤマト工業株式会社 

 



１０ 

 

工事請負契約等変更の

件（モノレール道整備

事業） 

 

(1) 大阪モノレール（仮称）瓜生堂車両基地内の支柱等建設

工事委託契約      （令和２年５月２６日議決） 

  契約金額 変更前 ４１億１，４８３万７，１００円 

       変更後 ４２億１５４万４，６００円 

  受託者  大阪モノレール株式会社 

 

(2) 大阪モノレールＰＣ軌道桁建設工事委託契約 

               （令和３年６月９日議決） 

  契約金額 変更前 １８６億３，３６５万１，３００円 

       変更後 １９０億４，２９３万２，７００円 

  受託者  大阪モノレール株式会社 

 

(3) 大阪モノレール支柱建設工事（荒本西工区その１）請負

契約          （令和５年３月１７日議決） 

  契約金額 変更前 １５億２，５４５万２，５００円 

       変更後 １６億２，２１９万８，６００円 

  請負者  鉄建建設株式会社 

 

(4) 大阪モノレール松生町駅（仮称）駅舎建設工事請負契約 

              （令和７年６月１７日議決） 

  契約金額 変更前 ４８億４，５５０万円 

       変更後 ５０億４，０６１万９，１００円 

  請負者  大鉄・エイチエスケイ特定建設工事共同企業 

       体 

 

(5) 大阪モノレール支柱建設工事（西岩田工区その３）請負

契約          （令和７年６月１７日議決） 

  契約金額 変更前 ２６億６，１８８万７，８００円 

       変更後 ２７億２，５３５万２，３００円 

  請負者  岸本・奈良共同企業体 

 

１１ 

 

工事請負契約変更の件

（津波・高潮対策事業） 

 

 一級河川木津川新水門築造工事請負契約 

             （令和４年１０月２６日議決） 

  契約金額 変更前 １２２億２，７７４万６，３００円 

       変更後 １２６億１，０１７万５，６００円 

  請負者  大林・若築・寄神特定建設工事共同企業体 

 



１２ 工事請負契約変更の件

（都市河川改良事業） 

 

 寝屋川北部地下河川鶴見調節池築造工事（Ｒ５本体工）請

負契約           （令和６年３月２２日議決） 

  契約金額 変更前 ４６６億５，６１４万９，１００円 

       変更後 ５１７億４，１０３万円 

  請負者  大林・日本国土・本間特定建設工事共同企業 

       体 

 

１３ 工事請負契約変更の件

（二級河川住吉川地下

調節池築造工事（熊取

歴史公園）） 

 

 二級河川住吉川地下調節池築造工事（熊取歴史公園）請負

契約            （令和６年１１月５日議決） 

  契約金額 変更前 ３４億７，２５８万７，８００円 

       変更後 ３５億４，０５３万１，５００円 

  請負者  大林・岸本特定建設工事共同企業体 

 

１４ 

 

工事請負契約変更の件

（大阪府警察署施設整

備事業） 

 

(1) 大阪府八尾警察署新築工事請負契約 

             （令和５年１２月１２日議決） 

  契約金額 変更前 ２９億５，９００万円 

       変更後 ３１億４５１万４，６００円 

  請負者  中川・三陽特定建設工事共同企業体 

 

(2) 大阪府八尾警察署新築電気設備工事請負契約 

             （令和５年１２月１２日議決） 

  契約金額 変更前 ６億１，２７０万円 

       変更後 ６億６，５８７万６，２００円 

  請負者  北陸電気工事株式会社 

 

(3) 大阪府八尾警察署新築機械設備工事請負契約 

             （令和５年１２月１２日議決） 

  契約金額 変更前 ７億３，０４０万円 

       変更後 ８億４，３９１万７，８００円 

  請負者 サンエス工業株式会社 

 

１５ 

 

包括遺贈に係る権利の

放棄の件 

 

 本府を受遺者とする遺言により生じた包括遺贈に係る権利

を放棄することについて議決を求めるもの。 

  件数     ２件 

  放棄する権利 遺言者が所有していた動産及び不動産の 

         全てに係る権利等 

 



１６ 

 

遺贈の目的物に関する

債権放棄の件 
 遺贈の目的物に係る債務者に対して、大阪府が有する債権

を放棄することについて議決を求めるもの。 

  件数     １件 

  放棄する権利 遺贈の目的物に関する債権 

 

１７ 

 

大阪府立富田林支援学

校における児童の負傷

事故に関する損害賠償

の額の決定及び和解の

件 

 

 大阪府立富田林支援学校における児童の負傷事故に関して

損害賠償の額を決定し、民法第６９５条の規定により和解す

るため、議決を求めるもの。 

１８ 

 

指定管理者の指定の件

（大阪府立あゆみ寮及

び大阪府立のぞみ寮） 

 大阪府立あゆみ寮及び大阪府立のぞみ寮 

  指定期間   令和８年４月１日から 

         令和１３年３月３１日まで 

  指定する団体 社会福祉法人四天王寺福祉事業団 

 

１９ 

 

指定管理者の指定の件

（教育委員会所管施

設） 

(1) 大阪府立漕艇センター 

  指定期間   令和８年４月１日から 

         令和１３年３月３１日まで 

  指定する団体 一般社団法人大阪ボート協会 

 

(2) 大阪府立少年自然の家 

  指定期間   令和８年４月１日から 

         令和１８年３月３１日まで 

  指定する団体 少年自然の家共同事業体 

 

(3) 大阪府立近つ飛鳥風土記の丘、大阪府立弥生文化博物館 

   及び大阪府立近つ飛鳥博物館 

  指定期間   令和８年４月１日から 

         令和１３年３月３１日まで 

  指定する団体 ＡＫＮ共同事業体 

 

２０ 

 

地方独立行政法人大阪

府立病院機構に係る第

５期中期目標を定める

件 

 

地方独立行政法人大阪府立病院機構が今後５年間において 

達成すべき業務運営等に関する目標を定めるため、地方独立

行政法人法第２５条第３項の規定により議決を求めるもの。 



２１ 

 

 

職員の給与に関する条

例等一部改正の件 

 

令和７年１０月の人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改

正を行う。 

〔主な改正内容〕 

・初任給及び若年層に重点を置いた給料月額の引上げ 

・地域手当の支給割合の引上げ 

 大阪府の区域 

〔改正前〕１１．８％ 

〔改正後〕１２．８％ 

・期末手当の引上げ 

 〔改正前〕１．２５００月 

〔改正後〕１．２６２５月 

・勤勉手当の引上げ 

 〔改正前〕１．０５００月 

〔改正後〕１．０６２５月 

   施行日：公布の日 

 ・教職調整額を給料月額の１００分の４に相当する額から 

給料月額の１００分の１０に相当する額まで、毎年 

１００分の１ずつ段階的に引き上げる。 

   施行日：令和８年１月１日 

〔関係条例〕 

 ・職員の給与に関する条例ほか４条例 

 

２２ 

 

 

大阪府政治資金規正法

関係事務手数料条例一

部改正の件 

 

１ 政治資金規正法の改正により、写しの交付請求の対象で

ある収支報告閲覧対象文書に確認書が追加されたことに伴

い、手数料の徴収の対象に当該確認書を追加する。 

２ 政党助成法の規定の整備により、政党の支部が提出する

支部報告書等の写しの交付を請求できることとされたこと

に伴い、当該事務に係る手数料を新たに設定する。 

・政党の支部が提出する支部報告書等の写しの交付 

１枚につき１０円 等 

    施行日：令和８年１月１日 

 



２３ 

 

 

大阪府日本万国博覧会

記念公園条例一部改正

の件 

 

 物価高騰や人件費の上昇を踏まえ、受益者負担の適正化を

図るとともに、子育て世帯を中心に更なる来園促進を図るた

め、大阪府立万国博覧会記念公園の日本庭園及び自然文化園

の利用料金の上限額を改正する。 

〔主な改正内容〕 

・大人 

 〔改正前〕 １人１回 ２６０円  

 〔改正後〕 １人１回 ４５０円 等 

・小人 

 〔改正前〕 １人１回  ８０円  

 〔改正後〕 １人１回   ０円 等 

    施行日：令和８年４月１日 

 

２４ 

 

 

大阪府児童福祉施設の

設備及び運営に関する

基準を定める条例等一

部改正の件 

 

１ 国家戦略特別区域法の改正により、国家戦略特別区域限

定保育士が廃止されたことに伴い、規定の整備を行う。 

２ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（府令）等の 

改正により、母子保健法に基づく健康診査の内容に応じ、

児童福祉施設等において実施する健康診断の全部又は一部

を行わないことができるとされたことに伴い、条例におい

て同趣旨の改正を行う。 

３ 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（府令）等の 

改正により、乳児院の長等の資格の要件にこども家庭ソー

シャルワーカーの資格を有する者が追加されたことに伴

い、条例において同趣旨の改正を行う。 

    施行日：公布の日（３のみ令和８年３月１日） 

〔関係条例〕 

 ・大阪府児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定 

める条例ほか５条例 

 

２５ 

 

 

大阪府建築都市行政事

務手数料条例一部改正

の件 

 

 マンションの管理の適正化の推進に関する法律施行規則の

改正により、規定の整備（条項ずれ是正）を行う。 

    施行日：公布の日 

 

２６ 

 

 

大阪府建築基準法施行

条例一部改正の件 

 

 建築基準法施行令の改正により、規定の整備（条項ずれ是

正）を行う。 

    施行日：公布の日 

 



２７ 

 

 

大阪府公安委員会委員

の任命について同意を

求める件 

 

 公安委員会委員 木村 知子氏の任期が令和７年１２月１

９日に満了となるので、同氏を再任することについて、警察

法第３９条第１項の規定により同意を求めるもの。 

 

２８ 

 

大阪府収用委員会の委

員及び予備委員の任命

について同意を求める

件 

 

 収用委員会の委員及び予備委員の任期満了により、次の各

氏を任命することについて、土地収用法第５２条第３項の規

定により同意を求めるもの。 

 (1) 収用委員会委員に任命する者 

   令和７年１２月２０日に任期満了となる者の後任者 

    勝井 映子 氏（再任） 

    田代 加奈 氏（新任） 

    溝渕 将章 氏（新任） 

   令和８年１月３１日に任期満了となる者の後任者 

    光岡 正史 氏（新任） 

 (2) 収用委員会予備委員に任命する者 

   令和７年１２月２０日に任期満了となる者の後任者 

    入江  寛 氏（再任） 

   令和８年１月３１日に任期満了となる者の後任者 

    髙橋 智美 氏（新任） 

 

２９ 

 

大阪府公害審査会委員

の任命について同意を

求める件 

 

公害審査会委員 佐藤 眞奈美氏が令和７年７月３１日に

辞任したため、梅宮 典子氏を任命することについて、公害

紛争処理法第１６条第１項の規定により同意を求めるもの。 

 

３０ 

 

 

大阪府土地利用審査会

委員の任命について同

意を求める件 

 

 土地利用審査会委員の任期が令和７年１２月２２日に満了

となるので、次の各氏を任命することについて、国土利用計

画法第３９条第４項の規定により同意を求めるもの。 

    中谷  清 氏（再任） 

    長島 啓子 氏（再任） 

    山田 重雄 氏（再任） 

    安部 将規 氏（新任） 

    岡井 有佳 氏（新任） 

    加賀 有津子 氏（新任） 

    関  敦生 氏（新任） 

 

 

 

 



報告 

【令和 7年 11月定例会提出予定】 

 

番号 

 

件     名 概          要 

(報告) 

１ 
 

 

府営住宅明渡請求に関

する訴えの提起及び和

解の専決処分の件 

 

 家賃滞納者等に対する府営住宅明渡請求に関する訴えの提

起及び和解について、地方自治法第１８０条第１項の規定に

より専決処分にしたので、同条第２項の規定により報告する

もの。 

 (1) 訴えの提起  ７９件 

    専決日   令和７年１０月２０日 

 (2) 和解     ６３件 

    専決日   令和７年１０月２０日 

 

２ 

 

 

工事請負契約変更の専

決処分の件（道路改良

事業） 

 工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１

項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定によ

り報告するもの。 

 主要地方道茨木摂津線（茨木箕面丘陵線）橋梁下部工事（そ

の２）（仮称佐保橋梁）請負契約 

（令和６年１２月１６日議決） 

    専決日   令和７年１０月２１日 

 

３ 

 

 

工事請負契約変更の専

決処分の件（モノレー

ル道整備事業） 

 

 工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１

項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定によ

り報告するもの。 

 (1) 大阪モノレール支柱建設工事（西岩田工区）請負契約 

               （令和３年３月２４日議決） 

    専決日   令和７年１０月２１日 

 (2) 大阪モノレール鋼軌道桁建設工事（中鴻池町工区）請

負契約          （令和６年３月２２日議決） 

    専決日   令和７年１０月２１日 

 (3) 大阪モノレール支柱建設工事（荒本北工区その２）請

負契約          （令和７年３月２４日議決） 

    専決日   令和７年１０月２１日 

 (4) 大阪モノレール支柱建設工事（荒本北工区その３） 

請負契約         （令和７年６月１７日議決） 

    専決日   令和７年１０月２１日 

 



４ 

 

 

工事請負契約変更の専

決処分の件（大阪府営

住宅建設事業） 

 

 工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１

項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定によ

り報告するもの。 

 大阪府営晴美台第４住宅第１次高層耐火住宅撤去工事請負 

契約            （令和５年１２月１２日議決） 

    専決日   令和７年１０月２１日 

 

５ 

 

工事請負契約変更の専

決処分の件（阪南港阪

南４・５区貝塚大橋耐

震対策事業） 

 工事請負契約の変更について、地方自治法第１８０条第１

項の規定により専決処分にしたので、同条第２項の規定によ

り報告するもの。 

 阪南港阪南４・５区貝塚大橋耐震対策工事その４請負契約 

               （令和６年１１月５日議決） 

    専決日   令和７年９月１８日 

 

６ 

 

 

副首都推進本部（大阪

府市）会議の合意事項

及び合意事項について

の進捗状況に関する報

告の件 

 

 副首都推進本部（大阪府市）会議の合意事項及び合意事

項についての進捗状況について、大阪府及び大阪市における

一体的な行政運営の推進に関する条例第７条第２項の規定に

より報告するもの。 

 


